
津山工業高等専門学校教職員安全衛生管理規程  

 

                          平成 16 年４月１日  

                          規 程 第 1 7 号 

 

                       改正  平成 18 年４月１日規程第 43 号 平成 20 年４月１日規程第８号 

             平成 20 年 12 月 24 日規程第 19 号  平成 26 年４月 23 日規程第６号 

令和８年３月 23 日規程第２号 

 

 （目的）  

第１条 津山工業高等専門学校（以下「本校」という。）の教職員の安全衛生について

は，独立行政法人国立高等専門学校機構教職員安全衛生管理規則（以下「規則」とい

う。），労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号。以下「安衛法」という。）及びそ

の他関係法令の定めがある場合を除くほか，この規程の定めるところによる。  

 （校長）  

第２条 校長は，衛生管理者，安全管理者等を指揮監督し，本校における安全及び衛生

管理の業務を統括管理する。  

 （衛生管理者）  

第３条 本校に，規則第５条の定めるところにより，衛生管理者を置く。  

２ 衛生管理者は，法令に定める必要な資格を有する教職員のうちから校長が選任する。  

３ 衛生管理者は，次の各号に掲げる業務を行うものとする。  

(1) 労働者の健康障害を防止するための措置に関すること。  

(2) 労働者の衛生のための教育に関すること。  

(3) 健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること。  

(4) 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること。  

(5) 労働災害を防止するため必要な業務で労働安全衛生規則（昭和 47 年労働省令第

32 号。以下「安衛則」という。）で定めるもの  

 （安全管理者）  

第４条 本校に，規則第６条に定める安全管理者を置く。  

２ 安全管理者は，別表第１に掲げる職にある者を校長が指名する。  

３  安全管理者は，校長の指揮監督の下に，教職員の安全管理に関する業務の推進者と

して次に掲げる事務を行うものとする。  

(1) 教職員の危険を防止するための措置に関すること。  

(2) 教職員の安全のための指導及び教育の実施に関すること。  

(3) 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること。  

(4) 教職員の安全管理に関する記録及び統計の作成並びにその整備に関すること。  

(5) 前各号に掲げるもののほか，労働災害を防止するため必要な業務で安衛則で定め

るもの 



 （衛生管理担当者及び安全管理担当者）  

第５条 本校に，規則第７条に定める衛生管理担当者及び安全管理担当者を置く。  

２ 衛生管理担当者は，衛生管理者の事務を補助する者とし，安全管理担当者は，安全

管理者の事務を補助する者として別表第１に掲げる職にある者を校長が指名する。  

（化学物質管理者）  

第５条の２ 本校に，規則第７条の２に定める化学物質管理者を置く。  

２ 化学物質管理者は，厚生労働大臣が定める化学物質の管理に関する講習を修了した

教職員又はこれと同等以上の能力を有すると認められる教職員のほか，次項の事項を

担当するために必要な能力を有すると校長が認めた教職員のうちから校長が選任する。  

３ 化学物質管理者は，安衛則第 12 条の５第１項各号に掲げる化学物質の管理に係る

技術的事項を管理するものとする。  

（保護具着用管理責任者）  

第５条の３ 本校に，規則第７条の３に定める保護具着用管理責任者を置く。  

２ 保護具着用管理責任者は，保護具に関する知識及び経験を有すると校長が認めた教  

職員のうちから校長が選任する。  

３ 保護具着用管理責任者は，安衛則第 12 条の６第１項各号に掲げる事項を管理する

ものとする。  

 （産業医）  

第６条 本校に，規則第８条の定めるところにより，産業医を置く。  

２ 産業医は，法令に定める資格を有する医師である者から校長が選任する。  

３ 産業医は，次の各号に掲げる業務を行うものとする。  

(1) 健康診断の実施及びその結果に基づく教職員の健康を保持するための措置に関す

ること。  

(2) 作業環境の維持管理に関すること。  

(3) 作業の管理に関すること。  

(4) 教職員の健康管理に関すること。  

(5) 健康教育，健康相談その他教職員の健康の保持増進を図るための措置に関するこ

と。 

(6) 衛生教育に関すること。  

(7) 教職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること。  

(8) 少なくとも毎月１回は作業場を巡視し，作業方法又は衛生状態に有害のおそれが

あるときは，直ちに教職員の健康障害を防止するための必要な措置を講じること。  

第７条 削除 

  （衛生管理者等の選任及び解除）  

第８条 校長は，前５条に定める衛生管理者等の選任及び解除を行うものとする。  

２ 前項の選任及び解除は，文書をもって行うものとする。  

 （火元責任者）  

第９条 本校に，規則第 11 条の定めるところにより，防火上適切と認められる施設の



区分ごとに火元責任者を置き，津山工業高等専門学校不動産管理事務取扱規程（平成

16 年規程第７号）第４条に定める不動産補助監守者をもって充てる。  

２ 火元責任者は，火災防止に関する事務を行うものとする。  

 （安全衛生委員会）  

第１０条 本校に，規則第 13 条の定めるところにより津山工業高等専門学校安全衛生

委員会（以下「委員会」という。）を置く。  

２ 委員会に関する必要な事項は，別に定める。  

 （特別教育）  

第１１条 校長は，別表第３に掲げる業務に従事させる者に対して，安衛法に基づく特

別教育を計画的に実施する。ただし，過去に他の事業場で特別教育を受けた者につい

ては，教育の一部を省略することができる。  

 （能力向上教育）  

第１２条 校長は，衛生管理者，安全管理者，作業主任者その他労働災害防止のための

業務に従事する者に対して，当該業務に関する能力の向上を図るための教育，講習等

を実施するものとする。  

 （一般的遵守事項）  

第１３条 校長は，教職員の危険有害な作業等の安全衛生を確保するため，次の各号に

掲げる措置を講じなければならない。  

(1) 作業用服装は，教職員に貸与する。  

(2) 作業に使用する保護具又は防具については，構造規格に適合したもの，型式検定

に合格したものを教職員に貸与する。  

(3) 担当区画を定め教職員に整理整頓を行わせ，その状況を随時確認する。  

(4) 火気取扱禁止区域を明示する。  

第１４条 教職員は，危険有害な作業等の安全衛生を確保するため，次の各号に掲げる

事項を遵守しなければならない。  

(1) 貸与された服装で作業を行うこと。  

(2) 作業場内では，転倒のおそれのある靴を履かないこと。  

(3) 作業を行う場合には，保護具又は防具を確実に使用し，及び作業場の換気を行う

こと。 

(4) 構内及び作業場内の通路，階段にみだりに物を置かないこと。  

(5) 作業中又は作業終了後には作業場所の整理整頓と清潔の保持に努めること。  

(6) 機械設備の掃除，注油，点検等は，原則として機械設備を停止して行うこと。  

(7) 指定の場所以外では，採暖をしないこと。  

 （機械設備のリスクアセスメント等）  

第１５条 校長は，機械設備の管理者及び使用責任者を指名し，安全衛生の確保を含む

必要な教育訓練を実施しなければならない。  

２ 教育研究のために機械設備を新たに設置若しくは改造するとき，又は作業方法を変

更するときは，あらかじめ機械設備の管理者を中心にその安全性の検討を行うものと



する。 

３ 校長は，機械設備のうち，自動機械等（試作品を含む。）については，その稼働範

囲内に指名した者以外が立ち入り，又は接近しないように立入禁止区域措置を設定し

なければならない。  

４ 教職員は，立入禁止区域にみだりに立ち入ってはならない。  

５ 機械設備の管理者及び使用責任者は，学生に対して立入禁止区域にみだりに立  ち

入らないよう指導しなければならない。  

 （検定・構造規格の具備）  

第１６条 機械設備の管理者は，購入する機械設備，器具，保護具等（以下「機械設備

等という。）について衛生管理者及び安全管理者と連携の上，あらかじめ安衛法によ

る検定対象品であるか，構造規格に適合しているか等を確認しなければならない。  

２ 機械設備の管理者及び使用責任者は，教職員及び学生に非検定品，構造規格不適合

の機械設備等を使用させてはならない。  

  （定期自主点検）  

第１７条 機械設備の管理者は，安衛法第４５条により定期自主点検の対象となってい

る機械設備について，別に定める点検基準により定期自主点検を行い，その結果を記

録に残しておかなければならない。  

２ 定期自主検査のうち，特定自主検査の対象となっているものは，有資格者による検

査を受けなければならない。  

３ 機械設備の管理者は，教職員及び学生に対して特定自主検査が行われていない機械

設備を使用させてはならない。  

 （性能検査）  

第１８条 機械設備の管理者は，安衛法で性能検査の対象となっている機械設備につい

て検査証の有効期間内に検査を受けなければならない。  

２ 機械設備の管理者は，検査証の有効期間が経過した機械設備を教職員及び学生に使

用させてはならない。  

３ 教職員は，性能検査が行われていない機械設備を使用してはならない。  

 （安全装置）  

第１９条 機械設備の管理者は，機械設備の安全装置の機能を定期検査及び作業開始前

点検によって，正常に保持しなければならない。  

２ 教職員は，安全装置を取り外し，又は取付位置を変えてその機能を失わせてはなら

ない。 

 （危険有害物管理）  

第２０条 校長は，混合又は漏出による災害発生のおそれのある危険物又は有害物につ

いては，容器の破損等により漏出しないよう専用の容器又は保管庫に確実に保管しな

ければならない。  

２  校長は，危険物及び有害物の取扱責任者（以下「危険有害物取扱責任者」とい

う。）を指名し，保管庫の管理及び施錠を行わせなければならない。  



３ 危険物又は有害物を取り扱う教職員に対しては，あらかじめ危害防止及び健康障害

防止に必要な知識及び取扱要領を教育しなければならない。  

４ 危険有害物取扱責任者に指名された教職員以外は，危険物又は有害物を取り扱って

はならない。  

 （作業手順）  

第２１条 校長は，危険有害な作業行動から生ずる労働災害を防止するため，安全衛生

作業のための作業手順を別に定めるものとする。  

２ 校長は，前項により定めた作業手順について関係教職員に教育訓練を実施するとと

もに，その遵守状況を確認しなければならない。  

３ 校長は，作業手順に反した作業を行っている場合は，直ちに作業の停止を命じなけ

ればならない。  

４ 教職員は，作業手順を遵守するとともに，その作成又は改定に積極的に参画しなけ

ればならない。  

５ 教職員は，作業手順に不具合があると判断したときは，直ちに機械設備の管理者，

危険有害物取扱責任者，安全管理者及び衛生管理者に報告しなければならない。  

（熱中症を生ずるおそれのある作業）   

第２２条 校長は，暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそ  

 れのある作業を行うときは，規則第 27 条の２第１項に基づき報告体制を整備し，当 

該作業に従事する教職員に対し，周知しなければならない。また，規則第 27 条の２ 

第２項に基づき，熱中症の症状の悪化を防止するために必要な措置の内容及びその実  

施に関する手順を定め，当該作業に従事する教職員に対し，周知しなければならない。  

 （雑則）  

第２３条 この規程に定めるもののほか，教職員の安全及び衛生管理に必要な事項は，

校長が別に定める。  

 

   附 則  

１ この規程は，平成 16 年４月１日から施行する。  

２ 津山工業高等専門学校健康安全管理規程（昭和５４年規程第６号）は，廃止する。  

   附 則（平成 18 年４月１日規程第 43 号） 

 この規程は，平成 18 年４月１日から施行する。  

   附 則（平成 20 年４月１日規程第８号）  

 この規程は，平成 20 年４月１日から施行する。  

   附 則（平成 20 年 12 月 24 日規程第 19 号） 

 この規程は，平成 21 年１月１日から施行する。  

   附 則（平成 26 年４月 23 日規程第６号）  

 この規程は，平成 26 年４月 23 日から施行する。  

   附 則（令和８年３月 23 日規程第２号） 

 この規程は，令和８年４月１日から施行する。  



別表第１（第４条及び第５条関係）  

安全衛生管理にかかる所掌区分及び被指名者  

区          分 被    指    名    者 

安  全  管  理  者 総    務    課    長 

衛 生 管 理 担 当 者 総 務 課 課 長 補 佐 （ 総 務 担 当 ） 

安 全 管 理 担 当 者 総 務 課 施 設 係 長 

 

別表第２ 削除 

 

別表第３（第１１条関係）  

 

特 別 教 育 が 必 要 な 業 務 

作 業 場 業  務  内  容  

 

実 習 工 場 

研削といしの取替え又は取替え時の試運転の業務  

シャーの刃部又はシャーの安全装置の取付け等の業務  

アーク溶接機を用いて行う金属の溶接，溶断等の業務  

 

高 電 圧 実 験 室 

高圧の充電電路若しくは当該充電電路の支持物の敷設，点検，  

 

修理若しくは操作の業務  

 


